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「子どもにやさしい都市」宣言を
市ではこれまで、青少年を含めた子ども施
策に力を入れてきた。そこで、市の取り組

みを全国に示し、子どもたちの未来を保障する決意
を表すためにも、子どもにやさしい都市として宣言
をしてはどうか。

子どもや若者などを対象とした様々な課題
に積極的に取り組もうとする市の意志や主

張、方針を、都市宣言のような形で市の内外に表明
することは意義あるものと考える。宣言に当たって
は、基本理念をはじめ、実現するための具体的施策、
市民参画の手法など、多角的に検討する必要があ
り、実施に際しての市民意識の醸成、市民・企業・
関係団体などの協力、市内外への周知徹底が重要と
考えている。今
後、国から示され
る、子ども・子育
てに関する理念を
含めた基本指針な
どを踏まえ、本市
独自の宣言などに
ついて検討してい
く。

区役所庁舎の使い方への
 評価と課題は

庁舎、特に指定都市の区役所は、市民の自
治活動を促し、共助を支える場となるべき

と考える。区役所の空きスペースの使われ方の評価
は。今後、庁舎としての区役所を、市民の自治を促
進する場として活用する点で、どのような課題があ
るのか。

各区役所に情報コーナーを整備するなど恒
久的に利用しているほか、市民意見を取り

入れた自習室の設置、絵画展や子どもお楽しみ会な
どのイベントの開催など、各区役所が工夫を凝ら
し、空きスペースの有効活用を図っている。今後、
区役所窓口体制が大きく変わる可能性を踏まえ、事
務室の再配置など、区庁舎全体の利用方法の見直し
を含め、効果的、恒久的な活用方法を検討していく

必要があると考えている。空きスペース
が無い区役所では実現が困難、セキュリ
ティー確保のため平日の執務時間中の利
用に限られるなどの課題があるが、各地
域の住民が情報を交換し、相談できる場
を確保することは、市民主体のまちづく
りを進める上で効果が期待できると考え
ており、今後の窓口体制の見直しに伴う
活用方法の一つとして検討していく。

市債の格付けにおける評価は
本市のシングルＡプラス（Ａ＋）という
格付けは、どのようなレベルに位置し、

その要因にはどのようなものがあるのか。また、
信用不安の顕在化しているユーロ圏の諸国や、近
隣のアジア諸国の格付けはどのようになっている
のか。また本市と同等の格付けを取得している一
般企業にはどのような企業があるのか。

スタンダード・アンド・プアーズ社の格
付けによると本市は「Ａ＋」となってい

て、22段階の格付け中、上から５番目の評価で、
投資対象として非常に高い評価を得ており、その
要因としては、安定した自主財源基盤を持ち比較
的安定した税収が見込まれること。財政運営にお
いて財政規律が強く意識されて
いることなどが挙げられている。
　なお、一概に比較することは難
しい面もあるが、財政危機と言わ
れるイタリアがＢＢＢ＋、ギリシ
ャがＣＣＣで、Ａ＋の格付けを得
ていた国としては平成22年11月
まで中国と韓国が受けていた。ま
た一般企業では、日本たばこ産
業、三井住友海上火災保険などが
同等の評価である。

商店街街路灯の
 電気料補助の考え方は

我が会派では従来から商店街のための商
業振興拡充策を要望しており、商店街街

路灯の補助率の見直しの必要性を主張してきた。
商店街街路灯の電気料の補助率と補助件数・金額
の状況は。また補助率の考え方について伺う。

平成23年度は92団体中73％の67団体
が補助を受け、補助金額は約786万円で

あった。商店街街路灯は、これまでは夜間の販売
促進の意味合いが強かったが、商店会会員の減少
や空き店舗の増加の中、地域の防犯機能を維持す
るために商店会がコストを負担している現状がう
かがえる。自治会防犯街灯の電気料補助率90％
との格差が生じていることも踏まえ、両者の役割
や財務基盤などを考慮し、25年度予算編成で、

商店街街路灯電気料の補
助率を50％から75％に
引き上げることを検討し
ている。また地域防犯機
能を総合的に把握し一元
的に管理するため、商店
街街路灯の所管を、経済
部から、自治会防犯街灯
を所管する区役所に移管
することを併せて検討し
ている。

医療と介護の連携について
多くの高齢者は、医療や介護が必要な
状況になっても住み慣れた地域で安心

して暮らすことを望んでいる。そのためには、
未だ不十分な状況にある医療と介護の連携強
化、在宅療養を支える体制づくりが大変重要な
課題と考える。認知症対策を含めた医療と介護
の連携、在宅療養を支える体制づくりについ
て、本市の現状と課題、今後の取り組みを伺う。

本市では在宅療養支援病院・診療所が
61カ所整備されているほか、かかり

つけ医を支援するため青葉病院に在宅支援病床
を確保するなど支援体制の整備に取り組んでい
る。
　医療と介護の連携の具体的な取り組みを進め

るため、平成24年４月に、医療・介護・福祉
などの関係者の意見交換の場として、在宅医療
推進連絡協議会を立ち上げた。また千葉大学医
学部付属病院に設置した「認知症疾患医療セン
ター」では、医療や介護の関係者などで構成す
る協議会を開催し、かかりつけ医やケアマネジ
ャーへの研修の実施などを検討しており、今
後、連携強化のシステムづくりに積極的に取り
組んでいく。

子ども・子育て支援施策の
 推進に向けて

「子ども・子育て関連３法」が成立し、
国は平成25年度に子ども・子育て会

議を設置し子ども・子育て支援施策を総合的に
推進するための基本指針などを示す予定であ
る。速やかな新制度への移行に向けた、本市に
おける「地方版子ども・子育て会議」の設置と、
事業計画の策定、体制整備について伺う。

本市でも子ども・子育て支援の当事者
を含めた合議制の機関が必要と考え、

そのあり方を検討している。新制度での事業実
施が円滑に進むよう、平成26年度中を目途に、
子ども・子育て支援事業計画の策定を進めてい
く。条例などの整備やシステム開発などのほ
か、申請受付や給付認定など、新たな業務が多
く発生するため、全庁的な実施体制の構築が必
要であり、今後、国や他政令市の動向に留意し、
27年４月の制度移行に万全を期していく。

公明党千葉市議会議員団

モノレールを中心とした都市交通体系の再検討を
地域経済の活性化などが期待できるモノレ
ールの幕張新都心への延伸で、モノレール

中心の都市交通体系を再検討してはどうか。
今の財政状況を踏まえると、モノレール延
伸による都市交通体系の構築は現実的では

ないと考える。「千葉市総合交通政策」でも、既存
の輸送機関との連携を図りながら公共交通ネットワ
ークを構築することとしており、幕張新都心とＪＲ

総武線方面を結ぶルートは、ＬＲＴ※３など新たな交
通システムの必要性を含めた機能強化を検討するこ
ととしている。

「幼保連携型認定こども園」制度への課題は
良質な幼児教育と保育を一体的に提供でき
る、新たな「幼保連携型認定こども園」制度

を活用すべきと考えるが、課題と今後の取り組みは。
教育と保育の一体的提供にふさわしい安定的
な財源確保や、人材の確保が課題である。引

き続き国の動向を注視し、情報収集と的確な対応に努め
ていく。

日本維新の会千葉市議会議員団

市職員の諸手当の抜本的見直しを
総務省は、地方公務員の退職手当を国家公務
員同様に減額するよう知事らに通知した。ま

た、国家公務員では既に廃止となった持ち家手当は多
くの自治体で未だに存続している。諸手当の廃止を含
めた抜本的な見直しを行うべき時期と考えるが見解は。

自宅に係る住居手当の廃止や、交通用具使
用者の通勤手当の減額など、適宜、見直しを

進めていく。

全小学校にスクールカウンセラーの配置を
本市でも、いじめで数百名の小学生が苦し
み続けている。一刻も早く、スクールカウ

ンセラーを全小学校に配置すべきと考えるが見解は。
現在、小学校からの要請に対しては学区中学
校のスクールカウンセラーが対応している

が、近年、問題行動の低年齢化が進む傾向にあり、よ
りきめ細かな相談活動の必要があると考えている。国
の来年度予算要求で、小学校スクールカウンセラーの
配置拡充が示されており、今後、国の動向を注視し対
応を図っていく。

みんなの党千葉市議団

障がい者の災害時対応の
 進捗と考え方は

身近な地域の福祉避難所である拠点的福祉
避難所と福祉避難室の指定の状況は。

　また、自治会や自主防災組織を中心に災害時に支
援を必要とする人のリストを作成する「災害時地域
支えあい事業」の進捗状況と、要援護者名簿に記載
のない障がい者の災害時対応について市はどのよう

に考えているのか。
拠点的福祉避難所は高齢者施設52カ所、
障害者施設29カ所を指定している。福祉

避難室は小学校区内に1カ所以上指定することとな
っているが、今後全ての指定避難所の中に福祉避難
室を開設できるよう計画を見直す。
　災害時地域支えあい事業は、現在67の町内自治
会が取り組んでいるが、要援護者名簿に載っていな
い方も自発的に申し出ていただくことで対象にでき
るため、今後も地域に働きかけていく。

市民ネットワーク

市が目指す
 「新しい市役所」とは

市では、情報システム全体最適化などの
ＩＣＴ※１基盤の再編と業務プロセス改

革の推進により、「市民の利便性向上」と「行政
の効率化」を達成する取り組みに着手したところ
であるが、市が目指す「新しい市役所」とはどの
ようなものをイメージしているのか。

一言で言うと「市民にとって最適な手続
ができ、市民と最適なコミュニケーショ

ンができる市役所」を創っていくことである。Ｉ
ＣＴを活用し、従来の業務のやり方をゼロベース
で見直し、市民一人一人のニーズに対応できる民
間に劣らないサービスの実現を目
指していきたい。具体的には、窓
口事務の効率化などによる手続時
間の縮減、情報の的確な管理によ
る市民が受給可能なサービスの受
給漏れの防止、保有データの分析
による不正受給の発見や、戦略的
事業展開によるコスト縮減などが
挙げられる。これらの取り組みに
より、市民が豊かな生活を実感で
きる市役所像を作ることができる
と考える。

入場割引を行う
 スポーツ施設の拡充を

現在、「高齢者が心豊かに暮らせる長寿
社会を創る」ことを目標に「高齢者保健

福祉推進計画」を実施しているところであるが、
高齢期を豊かに暮らすためには何よりも健康であ
ることが重要と考える。高齢者の健康づくりに有
効な施策として、利用料金の割引を行うスポーツ
施設を拡充し有効活用することで、健康を維持
し、要介護状態の予防につなげていくことが必要
と考えるが、見解を伺う。

高齢者人口の増加に伴い医療費や介護費
用が増える中で、健康づくりや介護予防

は、今後ますます重要となっており、こうした観
点から公のスポーツ施設の有効活用に取り組むべ

きと考えている。現在、
高齢者に対して利用料の
割引を行っている１７施
設に加え、ポートアリー
ナやコミュニティセンタ
ーなど23施設について
も新たに割引を実施し、
市内40カ所全てのスポ
ーツ施設で高齢者に利用
を促し、健康づくりや介
護予防を促進していきた
いと考えている。

即時原発ゼロの立場に
 立つべきでは

「原発ゼロの日本」を願う世論と運動
の広がりで、政府も「過半の国民は原

発に依存しない社会の実現を望んでいる」と認
めざるを得なくなっている。福島県では県内外
への避難者は16万人、放射能被害は全国に広
がり、「即時原発ゼロ」の実現が求められてい
る。市長は原発再稼働反対、即時原発ゼロの立
場に立つべきではないのか。

福島第一原子力発電所の事故により、
今もなお避難を余儀なくされている

方々のことを思うと、原子力発電を推進していく
ことは難しいと考える。一方で、エネルギー政策
は市民生活や経済活動に深く関係しており、将来

を見据えた具体的なエネルギー計画に基づき、
現実的なプロセスを経て原子力発電の依存度を
低下させていくことが重要と考えている。

産業連関表の活用で
 地域経済の活性化を

 

地域経済を振興して雇用を拡大する地
域循環事業の推進などを具体的に進め

なければならない。市は地域経済分析の資料と
して、工業統計や商業統計などをどのように活
用しているのか。産業連関表※２の分析で、市
の付加価値をトータルに表し、経済構造と経済
波及効果を市民に明らかにし、具体的な方針を
打ち出すべきだがどうか。

工業統計や商業統計などの事業所系の
統計は、千葉市経済活性化戦略など経

済施策の基礎資料として活用している。統計結
果は市内の経済活動の結果を測定する「市民経
済計算」の基礎データとしても活用している。
昨年度末に策定した「千葉市地域経済活性化戦
略」では、直近の産業連関表の分析結果を活用
し、地域経済の活性化策を検討した。また年度
当初の企業立地促進事業補助制度の拡充に当た
っては、産業連関表の分析結果である、産業構
造の特徴や経済波及効果のモデル分析などを基
礎資料として活用しており、産業連関表を活用
して様々な地域経済活性化策を展開している。
今後の施策展開においても、産業連関表をはじ
めとする各種統計資料を活用していく。

　12月５日（自由民主党千葉市議会議員団・民主党千葉市議会議員団）、６日（公明党
千葉市議会議員団・日本共産党千葉市議会議員団・未来創造ちば）、７日（市民ネット
ワーク・みんなの党千葉市議団・日本維新の会千葉市議会議員団）の３日間にわたり、
８会派の代表が市政運営について質問しました。
　詳しくは市議会ホームページの議会中継（録画放映）をご覧ください。
http://gikaimovie.city.chiba.jp/rokuga_menu.html

※１　ＩＣＴ：情報通信技術のことで、
Informat ion  and Communicat ion 
Technologyの略称です。

※２　産業連関表：ある地域内の１年間の経
済活動について、産業間や、産業と消費者な
どとの、財・サービスの取引関係を一覧表に
まとめ、地域内の経済循環を明らかにしたも
ので、市では５年に一度作成しています。

※３　ＬＲＴ（Light Rail Transit）：公共交
通手段の一つで、地表の専用軌道を走行す
る、昔ながらの路面電車を一新した乗り物。
騒音が少ない、低床式で乗り降りしやすいな
どの特長を持ちます。

会派等構成　●議員定数54人　現員53人　◆自由民主党千葉市議会議員団　17人　◆民主党千葉市議会議員団　9人　◆公明党千葉市議会議員団　8人　◆日本共産党千葉市議会議員団　6人　◆未来創造ちば　6人　◆市民ネットワーク　2人　◆日本維新の会千葉市議会議員団　2人　◆みんなの党千葉市議団　2人　◆無所属　1人　（平成25年1月15日現在）
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住宅地の商店街街路灯

高齢者の利用料割引が予定される
千葉ポートアリーナのトレーニング室

在宅療養を支える体制づくりを

原子力発電に依存しない社会の実現を

未来創造ちば

中央区役所１階の市政情報コーナー

日本共産党千葉市議会議員団
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